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ツ最終規定条約（Treaty on the Final Settlement with respect to Germany）
と1992年のドイツ・ポーランド国境条約により国境を確定したものの，今
日に至るまで講和条約を締結しておらず，未だ戦争にかかわる一切の請求
権を一括処理できていない。したがって，例えば，戦争中に生じた被害に
関して，連合国の国民は法的には日本政府に対してはいかなる個人補償の
請求を行うことはできない一方，ドイツ政府に対してはその余地があり，
このことがこれまで両政府の個人補償問題に対する政策の違いを生んでき
た。
こうして占領，憲法，講和条約を巡る日独の経験における相違を法的な
面から捉えてみると，各々長短があり，憲法改正ではなく暫定的に基本法
を制定したドイツの処理の方が優れていたとは必ずしもいえない。日独二
つのケースは似て非なるものといわねばならず，ハーグ陸戦法規を根拠に
して，日本国憲法とりわけ第９条が無効であると主張するのは不可能であ
る。しかし，ドイツのケースと比較対照すると，当時の日本政府は「降伏
文書」に則って国際法上の権利を十分主張することなく安易に政治的な妥
協して憲法改正してしまったといえるだろう。したがって，国際情勢の変
化により日本国憲法に不都合が生じたのであれば，現憲法の改正手続きに
よる改憲または現憲法を維持したまま解釈改憲をおこなうしかないとの結
論となる。
（註）
(１) こうした連合国による占領に服した国は，日本やドイツだけではなく，
イタリア，ハンガリー，ブリガリア，ルーマニアがある。また朝鮮半島
は日本とは別建てに，さらにオーストリアはドイツとは別建ての形で連
合国に占領された。
(２) 小沢一郎「日本国憲法改正試案」『文藝春秋』1999年９月号，94頁－
95頁。
(３) 連合国による日本占領はポツダム宣言の文言上，保障占領と解するこ
ともできるが，その実態を踏まえると，従来の保障占領の在り方から逸
脱したと捉えるのが妥当である｡「保障占領は，一定の事項或いは一定
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の義務條項が，その義務負擔國によつて履行されるのを間接に強制し，
その實現を保障するための占領である。それは戦争の場合，普通に休戦
又は講和につづいて行われる。從つて，それは，ポツダム宣言の管理目
的の諸條項の實現を日本に強制する今度の日本の占領に似ている。しか
し，第一に，今度の占領が，從来の保障占領のように，相手國政府が義
務の履行を自主的に行うのを監視し間接に強制するのと異り，全面的占
領の下に相手國政府そのものを占領目的のための占領國の權限に從屬せ
しめ，その指令の下にその義務を被占領國政府に履行させる。間接管理
といいながら從来の保障占領に比べれば，方法においてより直接的であ
る。且つ，第二に，今度の場合，占領國は，占領目的遂行のために，日
本政府に指令するにとどまらず，必要に應じて自ら直接その占領目的の
遂行に當る權限を留保し，且つある程度これを行使した。以上のような
ことは，保障占領には考えられない｡」高野雄一『国際法講座』３巻，
有斐閣，1954年，249頁－250頁。
(４) 下田武三・田久保忠衛「占領下の『改憲』は国際法違反だ」『諸君！』
1985年１月号，45頁。
(５) 佐藤和夫「日本国憲法と国際法」憲法発布百周年・憲法学会三十周年
記念論文集編集委員会編『憲法百年』憲法学会，1990年，225頁。
(６) 高野，前掲，247頁。
(７) 江藤淳編『占領史料』下巻，新装版，講談社学術文庫，1995年。
(８) 色摩力夫『日本人はなぜ終戦の日付をまちがえたのか ８月15日と
９月２日の間のはかりしれない断層』黙出版，2000年，５頁及び38頁－
39頁。江藤，前掲。
(９) 同上。
(10) 佐藤，前掲。
(11) 色摩，前掲，６頁－７頁。
(12) 塩津徹『現代ドイツ憲法史 ワイマール憲法からボン基本法へ』成
文堂，2003年，94頁－105頁。
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・安藤仁介「日本の敗戦および連合国の占領と国際法」『国際問題』No.147，
1972年。
・五百旗頭真「『無条件降伏』とポツダム宣言」『国際法外交雑誌』第79巻５
号，1980年。
・高田貞吉対国，東京地方裁判所，昭和34年１月28日，行政処分無効確認請
「無条件降伏」とハーグ陸戦法規 101
求事件，昭和三一（行）七二｡
・小林昭三「『ボン基本法』の制定過程に関する覚書」『早稲田政治経済学雑
誌』161号，1960年。
・「衆議院議員森清君提出日本国憲法制定に関する答弁書｣，内閣衆質102第
46号，昭和60年９月27日。
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